
都市計画制度の概要と八戸の都市計画Hachinohe City

第130回都市計画審議会資料

令和８年7月17日 八戸市 都市整備部 都市政策課

01 都市計画制度の概要

02 八戸市の都市計画関連行政計画

03 八戸市都市計画審議会の概要と都市計画決定の実例
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都市計画制度の概要Hachinohe City

2



旧：都市計画法（大正８年）

高度成⾧を背景とする都市への人口流入に伴う都市内の環境悪化、都市周辺地域における土地
利用の混乱

都市の無秩序な拡大を防止し、秩序ある発展を図ること

・区域区分（線引き）制度の創設
・開発許可制度の創設
・全ての都市計画施設の区域において建築制限

時代背景

政策目的

制度概要

都市計画法の概要Hachinohe City

「交通、衛生、保安、防空、経済等に関し永久に公共の安寧を維持し又は福利を増進するための重要

施設の計画」とされており、施設整備が主体の制度

現：都市計画法（昭和43年）

高度経済成⾧に伴う市街地拡大への対応、土地利用コントロールと施設整備を一体的に進める

新法（現行法）を制定
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都市計画区域を指定すると・・・

都市計画の決定、都市施設の整備、市街地開発事業の施行等が可能に

都市計画法の対象となる区域Hachinohe City

都市計画区域とは？

中心の市街地※を核とし、一体の都市として

総合的に整備、開発又は保全すべき区域

新たに開発、保全する必要がある区域
※市又は以下の要件に該当する町村の中心の市街地

・人口1万人以上で第2次及び第3次産業従事者が5割以上
・おおむね10年以内にこれに該当
・中心市街地の人口が3千人以上 など

4



地区計画

土地利用規制
（地域地区）

- 用途地域
- 風致地区
- 特別緑地保全地区･････

都市計画施設
- 道路
- 都市公園
- 下水道
- ･････

市街地開発事業
- 土地区画整理事業
- 市街地再開発事業
- ･････

市町村マスタープラン※都市計画に関する基本的な方針

区域区分（市街化区域 or 市街化調整区域）

都市計画区域

区域マスタープラン（県）※整備、開発及び保全の方針

都市計画制度の構造Hachinohe City
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市街化区域

市街化調整区域

工業地域

準工業地域

鉄道

道路

土地区画整理事業
市街地再開発事業

地区計画

商業地域

第一種住居地域第一種低層住居専用地域

公園 地区計画

区域区分

地域地区
【例：用途地域】

都市施設
市街地開発事業

地区計画

都市全体の
計画の見取り図

都市計画区域内

都市計画区域内

土地利用計画制度の構成イメージHachinohe City
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都市計画区域

市街化調整区域

市街化区域（用途地域）

都市計画区域外

区域区分Hachinohe City

無秩序な市街化を防止しするため都市計画区域を次の２つの区域に区分

市街化区域 計画的な市街化を図る区域 市街化調整区域 開発が原則禁止
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● 都市計画区域

当初決定：昭和46年2月25日

最終変更：令和3年9月1日

（おいらせ町分離に伴う変更）

● 区域区分

当初決定：昭和46年3月20日

最終変更：令和3年9月1日

八戸市の都市計画区域と区域区分Hachinohe City

都市計画区域

（南郷区以外）

市街化調整区域

市街化区域

都市計画区域外21,427ha

15,588ha

5,839ha
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田園住居地域

農業と調和した低層住宅の環境を守るための地域です。住
宅に加え、農産物の直売所などが建てられます。

第一種低層住居専用地域 第二種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域 第二種住居地域 準住居地域

近隣商業地域 商業地域

準工業地域 工業地域 工業専用地域

田園住居地域

用途地域の構成（市街化区域は以下のいずれかに指定される）Hachinohe City

住宅や学校等のみ

制限が最も緩い

9



都市計画施設Hachinohe City

都市施設とは？

道路をはじめとする市民の利便性の向上、

良好な都市環境を確保するうえで必要な施設で都市の骨格を形成するもの

都市計画施設

都市施設のうち特に必要があるものとして都市計画で位置などを定められた施設

都市計画道路 公園・緑地・墓園

下水道施設

駅前広場 都市高速鉄道

その他の都市施設

● 処理場
● ポンプ場

● 市場 ● 斉場
● ごみ処理施設
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ミニ開発はダメですよ。
道路の位置も違います。

商店街としていくために、
一階部分の用途を店舗に限定

高さの最低限度を決める

歩道を広くするために、
セットバックをルール化

狭小宅地としないために、
敷地面積の最低限度を決める

垣・さくの構造を制限

容積率の最高限度を決める

住宅ゾーンとしていくために、
工場を禁止

生活道路・ポケットパークなどを配置

古くからある樹林地などを保全

高さの最高限度を決める

道路・公園の予定地に建物が建
たないよう促す

地区計画のイメージHachinohe City

地区毎の詳細なルールを設定することで独自性のあるまちづくりを実現可能
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八戸都市計画図Hachinohe City

区域区分＋地域地区＋都市施設等＋地区計画＝都市計画図＝“まち”の設計図
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八戸市の都市計画関連行政計画Hachinohe City

13



八戸市都市計画マスタープランHachinohe City

 八戸市が目指すべき将来都市像を示し、都市計画に対する市民等の理解を深める。
 都市づくりの基本的な整備方針を示し、都市計画の一体性や、他の計画・施策との整合

性・総合性を確保する。
 個別の都市計画や関連する施策などに対する合意形成の円滑化を図る。

目指す将来像やその実現に向けた基本方針などを示す「都市計画」の指針

●対象地域：八戸市全域 ●目標年次：令和２０年 ●策定：平成30年3月

計画の役割

平成１６年３月に策定した「都市計画マスタープラン」について、人口減少・少子高齢社会と
いった社会情勢に加え、旧南郷村との合併、東日本大震災の発生、平成２９年１月の中核市への移
行など、当市を取り巻く状況が大きく変化したため平成30年に改訂

《将来都市像》 《将来都市構造》
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県庁所在地の人口の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（人口 単位:万人）

（年）

県庁所在地のDID面積の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（年）

（面積 単位:km2）

1970年→2010年

DID面積は倍増

〈１都市あたりの平均人口〉

1970年→2010年

人口は約２割増加

約40年前の

1970年と同水準

〈１都市あたりの平均DID面積〉

出典:国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所（平成25年３月推計）

多くの地方都市では・・・

01 急速な人口減少と高齢化に直面し、地域の産業の停滞もあり活力が低下

02 住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し、低密度な市街地を形成

03 拡散した居住者の生活を支えるサービスの提供が将来困難になりかねない状況

地方都市の現状と課題Hachinohe City
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コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりHachinohe City

居住や都市機能の集積と公共交通ネットワークの再構築を通じて

01 生活サービス機能維持や住民の健康増進など、生活利便性の維持・向上

02 サービス産業の生産性向上による地域経済の活性化

03 行政サービスの効率化等による行政コストの削減

04 災害リスクを踏まえた居住等の誘導や防災対策の実施による居住地の安全性強化

コンパクト
生活サービス機能と

居住を集約・誘導し、
人口を集積

まちづくりと連携した
公共交通ネットワーク

の再構築

ネットワーク

＋
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八戸市におけるコンパクト・プラス・ネットワークの取組Hachinohe City

八戸市立地適正化計画2018-2038（H30.3策定/R6.3改訂）

 中心街地区、田向地区、八戸駅周辺地区を拠点に位置付け都市機能誘を誘導
 公共交通計画との整合を図り、拠点等を公共交通ネットワークで接続
 公共交通ネットワーク沿線を基本に居住を誘導

中心街地区
《誘導施設》

①大型商業施設（床面積10,000㎡以上）
②大規模病院（200床以上の病院等）
③興行場（映画館、公会堂など）
④文化施設（図書館/博物館/美術館）
⑤交流施設（展示場/集会場など）

八戸駅周辺地区
《誘導施設》

③興行場（映画館、公会堂など）
④文化施設（図書館/博物館/美術館）
⑤交流施設（展示場/集会場など）

田向地区
《誘導施設》

②大規模病院（200床以上の病院等）
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八戸市都市計画審議会の概要と都市計画決定の実例Hachinohe City
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都市計画法第77条の２第1項の規定により設置される機関で、

01 都市計画決定・変更に関する調査審議

02 都市計画マスタープランや立地適正化計画等の行政計画の変更等に関する調査審議

1.職務

2.審議会委員構成（委員数15名）

3.審議会の位置づけ

都市計画法の条文で次のとおり規定

“都市計画を決定・変更する際、都市計画審議会の議を経て決定・変更するもの”

都市計画審議会で案が否決されると、一般的には都市計画を決定・変更できない

【都市計画の種類】
土地利用（市街化区域、市街化調整区域、用途地域など）、都市施設（道路、公園、下水道など）、
市街地開発事業（土地区画整理事業など）、地区計画等

八戸都市計画審議会Hachinohe City

学識経験者 国・県の職員市の住民 市議会議員
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《都市計画道路》沼館三日町線Hachinohe City

幹線道路のほとんどが都市計画に位置付けられており⾧期的視点で都市の骨格を形成
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《高度利用地区》旧イトーヨーカドー八戸店（十三日町）Hachinohe City

容積率の下限等を指定することで再開発に併せて土地の高度利用を図った事例
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《地区計画》八戸北インター第２工業団地地区Hachinohe City

市都市計画マスタープランのまち

づくりの方針において、高速交通

体系を活かした新たな産業拠点の

形成をすすめる地域に位置づけら

れているため、地区計画を策定し

工業団地を整備
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市街化調整区域のため、本来は開発行為が制限されるが・・・

《地区計画》
八戸第２北インター

工業団地地区



《その他の都市計画施設》廃棄物処理施設Hachinohe City

周辺環境への影響が大きい施設は基本的に都市計画で位置を決定

八戸リサイクルプラザ
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